
補装具費の申請手続きの流れ
令和６年９月

１ 障がい福祉課へ事前相談

２ 医療機関で医師意見書を依頼する

購入または修理を希望する補装具、身体障害者手帳の等級、現在お使いの補装具の状況を

お伝えいただき、必ず事前に給付条件を満たすか市役所に確認してください。

※修理や再購入の場合は、不具合箇所や修理の可否などを、事前に業者に確認してください。

購入の場合は、原則として医師意見書（医学的判定書）が必要です。必要な書式は障害

種別ごとに異なります。障がい福祉課にて医師意見書の様式を受け取ってください。

３ 業者へ見積書の作成を依頼する

＜申請までの流れ＞

補装具取扱事業者へ、医師意見書の内容をもとに見積書の作成を依頼してください。

※修理の場合は、原則として不要です。

①身体障害者手帳 ②医師の意見書 ③申請書 ④代理受領の委任状

⑤見積書 ※宛名は本人宛 ※修理箇所の写真や修理の可否の記載があると望ましい。

⑥マイナンバーの分かるもの（課税年度の１月１日時点で小田原市に住民票がない場合のみ）

次のものを、障がい福祉課（本庁舎2階）に提出をしてください。

＜補装具の受取までの流れ（代理受領の場合）＞

申請者 市役所

⑤公費負担の算定
と支給決定

事業者

＜自己負担額について＞

補装具ごとに基準額があり、原則、基準額の1割負担です。

ただし、市民税非課税世帯は、１割負担はありません。

世帯の最多納税者の市民税所得額が46万円以上の場合は、

補装具費支給制度の対象外となり、全額自己負担となります。

（18歳未満の障がい児の場合は、所得制限がありません）

補聴器（高度難聴用耳かけ型）の例

商品価格 50,000円

基準額(＋6％) 49,184円

1割負担 4,918円 自己負担額

基準超過分 816円 5,734円

円滑に製作・請求事務が進められるよう、支給券及び支給決定のお知らせを事業者に送付

しています。希望されない場合は、申請者本人に送付いたしますので、お申し出ください。

申請者の委任に基づき、市が公費負担額を事業者に直接支払う代理受領を行っています。

補装具の種類に応じて神奈川県で医学的判定を要する場合は、結果が出るまで約１か月半かかります。

神奈川県
総合療育相談センター

③医学的判定

①申請・代理受領の委任状

②判定依頼

④判定結果

⑥支給決定通知

⑨補装具の製作

⑧契約

⑩納品

⑪支給券に受取の署名

必要に応じて指導・適合判定

⑫自己負担額

の支払い
約1か月半

４ 障がい福祉課へ申請書類等を提出する



＜耐用年数について＞

姿勢保持装置 ３年

車椅子 ６年

補聴器 ５年

眼鏡 ４年

歩行器 ５年

補装具ごとに耐用年数（通常の装着等の状態において、修理不能と

なるまでの予想年数）が定められており、耐用年数以内は原則として

修理または調整による対応となります。

※児童の場合は、成長や使用環境により必要に応じて再支給します。

耐用年数を過ぎれば一律に再支給されるものではなく、症状の変化

等により使用に支障があるか、修理不能なのかにより判断するため、

申請時には現在お使いの補装具の状況についてお知らせください。

耐用年数の例

破損や紛失が、災害等の本人の責任によらない事情の場合は、再支給を認める場合がありま

す。本人の責任による事情により紛失や破損をした場合は、原則として再支給はできません。

補装具の引き渡し後、通常使用のもとで９ヶ月以内に破損または不適合（生理的又は病理的

変化を除く）があった場合には、補装具事業者の責任において改善することとなっています。

修理した部位について、修理後３ヶ月以内に再度生じた破損または不適合の場合も同様です。

＜破損・紛失について＞

＜必要書類の記載について＞

補装具を引き渡された時は、支給券の受領欄に

申請者名（障がい者本人）で署名してください。

家族の名義では不可です。

※障がい児の場合は、申請した保護者名で記載

小田原市障がい福祉課 〒250-8555 小田原市荻窪300番地 ☎0465‐33‐1468

補装具事業者に対し、市が事業者に公費負担

額を直接お支払いすることへの委任状です。

委任しない場合は、ご本人が事業者に全額を

支払った後、ご本人が市に公費負担を請求する

償還払いとなりますので、別途ご相談ください。

見積書に記載のある業者名や所在
地を記入します。不明な場合は、
申請時に窓口で御確認ください。

誤りがあった場合は、必ず
訂正印を押してください。

＜介護保険や労災保険の優先について＞

労災保険による補装具費の給付がある場合や、介護保険で共通する福祉用具の貸与がある場

合など、他に使える制度がある場合は、原則として他法の給付が優先となります。

申請日と同日で御記入ください。


